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2006年7月1日以降、上市される新しい電気電子機器に

関して、①鉛、②水銀、③カドミウム、④六価クロム、⑤ポ

リ臭化ビフェニール（PBB）および／または⑥ポリ臭化ジ

フェニルエーテル（PBDE）の使用を禁止する欧州連合の

RoHS指令が、いよいよ施行される。当初は「実現困難」と

規制への批判も多かったが、日本メーカーは必死の努力を

積み重ね、「対応完了」のプレスリリースが昨年から相次い

でいる。まずは、わが国の「モノづくり」の誠実さに敬意を

払いたい。

ただし、RoHS指令は「第一歩」に過ぎないという現実を

直視しておかなければならない。「電気電子機器」から対

象が拡大する可能性も、「6物質」から対象が拡大する可能

性も容易に想像できる。さらに国際的に類似の動きを誘発

させており、中国版RoHS規制をはじめ韓国や米国カリフォ

ルニア州の規制も2007年には施行の見込みだ。また、欧

州連合内で使用される化学物質の安全性を企業に立証さ

せるREACH規制も、欧州議会での第二読会を目前に控え、

欧州委員会は規制を司る「欧州化学品庁」の設立準備に既

に走り出している。

RoHS指令、REACH規制のいずれにしても、産業界との

合意点づくりが先行するわが国の政策立案の常識からは想

像もできない側面を持つ。欧州の特徴は「理念先行型」だ

ということだ。かつて、排出権取引制度の構想が打ち出さ

れたときも、「排出枠を対象企業に配分することなど簡単に

できるはずがない」という意見が多かった。それが、25カ

国の11,000カ所の発電所や工場ごとに二酸化炭素の排出

上限を設定、2005年の運用初年は、全体で排出実績が枠

を下回った模様である。5億人の巨大市場の誕生は、同時

に欧州連合の環境政策のプレゼンスを確実に増大させて

いるように見える。そこから、学ぶべきものは何か。規制

対応に翻弄されるだけでなく、我々も立ち止まって考えて

みる必要があるのではないだろうか。

（株式会社日本総合研究所　足達英一郎）

「理念先行型」環境政策の時代
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“イヒ！”のテレビコマーシャルやサランラップの印象もあり、生活関連品の化学メーカーというイメージが強

い旭化成グループだが、その業容は化学、住宅、医薬・医療、エレクトロニクス、繊維、建材、生活製品など広

範囲にわたり、日本屈指の総合化学メーカーグループとして産業を支えている。

2006年4月には第15回地球環境大賞（フジサンケイグループ主催）の大賞を化学・素材メーカーとしては初

めて受賞。その際のスピーチで「この受賞をきっかけに、いっそう身を引き締め、グループをあげて、地球環境

との調和をはじめとしたＣＳＲ（企業の社会的責任）活動に邁進（まいしん）していく」と述べられた。先進の技

術力で、本業を通しての環境問題への対応を進めていく旭化成の取り組みについてうかがった。

トップインタビュー 旭化成株式会社 代表取締役社長 蛭田史郎氏

ものづくりの発想を切り替えることで
本業を通しての環境問題解決の方法が生まれます。

photo：矢木隆一

Top
Interview
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Top Interview

我々環境問題に取り組んでいる企業にとって、この地球

環境大賞を受賞するということは、非常に栄誉のあること

で、今回、大賞という非常に名誉な表彰をいただき本当に

うれしく思っています。

授賞式のあとで、審査員の方からうかがったのですが、

以前より素材メーカー・化学メーカーが受賞してほしいと

思われていたそうですが、今まではなかなか該当企業が

なかったそうです。その中で、化学メーカーとしてこういう

表彰をいただいたということで、名誉であると同時に重く

受け止めています。受賞のご挨拶でも申し上げましたが、

化学メーカーというのは、いろいろな素材を扱い、それを

変化させることで製品やサービスにしているので、一歩間

違うと環境問題を起こしやすいのです。それを最小限に抑

える、もしくはゼロにするというのが常に企業活動のベース

になりますので、その活動を評価されたというのはうれし

いですね。ますます責任の重さを感じ、また気を引き締め

て今後の活動にさらに邁進せねばというのが、正直な感想

です。

本業を通じた環境への取り組みが
評価され、地球環境大賞を受賞

旭化成株式会社 代表取締役社長 蛭田史郎氏

温室効果ガス排出量50％削減（1990年比）
を達成

温室効果ガス排出量を1990年度対比50％まで削減さ

れたというのは、本当に素晴らしいことと思います。ア

ジピン酸製造工程の一酸化二窒素（N2O）を窒素と酸素

に分解するための研究開発を進め、自社技術による分解

装置を完成されたのが、大きな要因かと思いますが、こ

の開発の経緯はどのようなものでしたか。

アジピン酸は主にナイロンの原料、それからウレタン原

料や可塑剤（素材の柔軟性を高めたり、加工しやすくする

ための添加剤）原料などに使われています。世界全体を見

ると300万トンが使われているんですが、これを製造すると

きには必然的に一酸化二窒素（N2O）が出てきます。これは

二酸化炭素の310倍くらいの温室効果があるのです。です

から、何とかN2Oを減らそうと、世界中で取り組んでおり、

当社も1980年代くらいから削減に取り組んできました。

一般的には、触媒を用いてN2Oを分解するというのが通

常の技術です。触媒でN2Oを分解して、窒素と酸素にする

のですが、触媒が熱でやられてしまうので非常に寿命が

短い。新しい触媒にかえるコストがかかりすぎてしまうの

です。

この度は第15回地球環境大賞・大賞の受賞、誠におめで

とうございます。最初に、受賞にあたってのご感想など

お聞かせください。

同じようにその世界の中で注目されている技術として二

酸化炭素をポリカーボネートの原料にされると。これも

非常にユニークといいますか、画期的な技術ではないか

なと思うのですが。

我々はこの問題を熱分解という自社技術で解決しまし

た。分解しながら、同時にその一部は原料となる硝酸に

戻す。さらに分解のときに発生する廃熱もスチームを利用

して熱として返す。最終的には、90％以上を完全に窒素と

酸素に戻すという新しい仕組みです。この仕組みを可能に

する分解炉の技術も合せて研究開発をしたわけです。この

技術は環境負荷を減らすと同時にコストダウンが達成でき

ます。当社の温室効果ガスの発生量のうち50％近くがそこ

で削減できたことになります。まさに本業の中で、環境とコ

ストダウンを同時に達成できたということですね。要望が

あれば、積極的にこの技術を世界中に出していくつもり

です。

ポリカーボネート樹脂の原料は、一般的には一酸化炭素

と塩素から製造されるホスゲンです。特にホスゲンは猛毒

です。これらをポリカーボネート製造のプロセスで大量に

使う。当然、漏れることが恐れられています。たとえば中

国などでは人家から離れたところでしか工場を作らせない

というくらいに規制が厳しいのです。

旭化成では、まず原料として一酸化炭素ではなく二酸化

炭素を使うということと、ホスゲンを使わない技術の開発

にとりかかりました。実用まで約20年を要し、技術として

は完成したのですが、我々が使うだけでは世界中に広め

ることができないということと、もう一つはポリカーボネー

ト樹脂のマーケットが、旭化成としてまったく新しい分野

になるので、これを台湾の奇美実業と提携してJV（ジョイ

ント・ベンチャー）を設立しました。ここで実証プラントを

完成させたのです。その他にも、すでタタルスタン共和国

に技術ライセンスして工場を造ることが決定しています。

ナイロンなどの原料となるアジピン酸の製造工程では、温室効果ガスの亜酸
化窒素を分解する装置により、排出量を半減させた（旭化成ケミカルズ延岡
製造所、宮崎県延岡市）
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もともとはへーベルハウスにお住まいになってる方に、

断熱性のいい家にお住まいになる方がどういう生活をさ

れるかによってその効果は違ってきますよ、という情報をい

ろいろとご提供していたのです。

でも、これは一般に広めたほうがいい。我々のビジネス

に直接的な効果はないわけですが、社会全体のエネル

ギーに対する問題意識、特に次世代を担う子どもたちが

そういう意識を持ってもらうことの重要性から、社会への貢

献ということを含めて始めたのです。だからこれは参加料

はかかりません。

楽しみながらということを

意識しました。毎日自分たち

の生活、そのお宅お宅でこ

ういう生活に変えたらエネ

ルギーがどれだけ減って、

その結果地球環境にどのく

らい貢献できたかということ

を、子どもたちが肌で感じ

ていただけるような仕組み

を作ったということですね。

次世代を担う子どもたちの
環境意識を高めるために

ロングライフ住宅は、
建築廃材を1/3にする

御社の事業のひとつの柱である住宅も、最近、とみに環

境配慮型への支持が進んできていると感じています。自

然の恵みを活かし、環境負荷を軽減させるロングライフ

住宅「ヘーベルハウス そらから」や「かぜのとう」の事例

をご紹介いただけますか。

「EcoゾウさんClub」も、御社のユニークなお取り組みか

と存じます。毎月の電気・ガス・水道などの使用状況を

楽しみながら記録するという内容が、小学校の有効な教

材の一つになっている例もあるとうかがいましたが。

もともとへーベルハウスというのは断熱性が非常にいい

わけですね。それから耐震性も耐火性もよく、安全という

のが一つの特長である商品です。

当社の企業理念である「人びとのいのちとくらしに貢献

する」ということをベースにして、より地球に優しいという

観点では、我々は、一度家をお建ていただいたら長い間

お住まいいただく、というのが非常に大事だと考えていま

す。日本の場合は、木造ですと20数年で建て替えが必要に

なり、その都度膨大な建築廃材が出てきます。これをたと

えば60年住むことのできる家にすると、理論的には建築廃

材は1/3になるわけですね。こういうコンセプトで「ロング

ライフ住宅」をずっとやってきているわけです。

土地の狭いところに建てる都市型住宅で考えてみます。

このような土地では、断熱性の問題、防音性の問題や安全

性の問題から壁で囲ってしまいますと、住環境としては必

ずしも快適なものにはなりにくい。それをクリアするため

に家の中に空間を作り、自然の光と風を取り込む。こうす

れば住む人も自然を肌で感じることができます。光をあて、

風を通すことで住環境の問題をよくしようということで発売

したのが、「そらから」と「かぜのとう」です。

化学メーカーとしてきちんとRC（レスポ
ンシブル・ケア）に対応することが基本

御社では、2005年4月に「社会貢献委員会」と「危機管

理委員会」を新設するとともに、持株会社社長を委員長

とする「CSR推進委員会」を設置されています。一方で

2003年10月に分社経営に移行されているわけですが、

「分散と集中」のなかで環境を含むCSR施策の展開の要

諦など、お感じのことがあればご紹介ください。

分社化したことで、さまざまなグループとしての課題、た

とえばCSR活動や危機管理体制が分散し、統一されない

とか希薄になるということについてはほとんど心配してい

ません。

まず当社グループのCSR推進委員会については、実は

担当者からはもっと早く立ち上げて欲しいという話は以前

からあったのですが、それに待ったをかけたのは私なん

です。なぜかというと、化学メーカーというのは、まず最初

にきちんとできていないといけないのはレスポンシブル・

ケア（RC）問題だと。RCの問題というのは化学メーカー、

ホスゲンを使わない、あるいは二酸化炭素をうまく使える

環境に優しい技術ということで非常に多くの引き合いがあ

ります。今後、世界中にこの技術を広めていきたいと思っ

ています。

暮らしの中に
自然がとけ込む
「そらから」（左）と
「かぜのとう」（上）

EcoゾウさんClubのURL：
http://www.asahi-kasei.co.jp/hebel/
news/200502eco.html
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PROFILE
蛭田史郎（ひるた　しろう）
1941年生まれ。1964年横浜国立大学工学部卒業、同年4月旭化成工業
株式会社（現旭化成株式会社）に入社。レオナ工場長を経て97年に取締役
兼電子・機能製品事業部門副部門長。翌年にエレクトロニクス事業部門長、
99年に常務取締役、2001年に専務取締役、02年に取締役副社長（旭フ
ァイナンス株式会社代表取締役社長兼務）。03年4月に旭化成株式会社代
表取締役社長、6月には社長執行役員（兼任、現職）に。

会社概要

旭化成株式会社

設　　立 1931（昭和6）年
本　　社 大阪市北区堂島浜一丁目2番6号
資 本 金 1,033億8,900万円（2006年3月31日現在）
従 業 員 23,030人（連結／2006年3月31日現在）
代 表 者 蛭田史郎
事業内容 繊維、化学、生活製品、住宅、建材、エレクトロニクス、医薬・

医療等の事業を行う会社の株式保有およびその事業活動の
管理等

ホームページアドレス　http://www.asahi-kasei.co.jp/

Top Interview 旭化成株式会社 代表取締役社長 蛭田史郎氏

【聞き手】三井住友銀行経営企画部CSR室長 北川　博康
日本総合研究所上席主任研究員 足達　英一郎

素材メーカーが負わなければならない第一義的な責任な

のです。労働安全、環境、PL（製造物責任）そしてリサイク

ルの問題。作るところ、あるいはできあがったところのコ

ンプライアンス上の責任であり、地球の中に、我々が事業

活動を行った結果として出たものに全責任をもつというRC

活動をしっかりしないといけない。これを完璧にやれると

いう自信と対応策をできないと、いきなりCSRに飛んでは

いけないという意味でCSRというのを前面に出すのを止め

ていたのです。

RC活動を進めていく中で、CSRという観点でみたときに

足りないものは何か、それを付け加えようということで設置

したのが社会貢献委員会であり危機管理委員会です。そ

れらをRC委員会等に加えて、全体を含めてCSR推進委員

会とし、私を委員長にして全体を統括するCSR体制をとっ

たというのが現在の当社グループのCSRの体制です。

分社化の関係ではどうかというと、実は従来のRC委員

会も、7つのカンパニーの社長が委員ですから、事業につ

いては完全に自立していますが、環境、RC等については

旭化成グループとしての運営なのです。機能の分散につい

てはほとんど意識していないのです。

CSRになるベースは、企業といえども社会の構成一要素

ということです。社会があるから我々も企業活動ができる

わけで、事業活動から収益を上げることで雇用を守る、あ

るいは納税を通じて社会への還元もありますが、最終的に

は社会があるから我々も企業活動を進めることができる。

企業活動をやって最後に残ったのは何かというと、社会に

対する感謝の気持ちだけだと。これがCSRということなの

ではないでしょうか。

素材産業の場合、使用する材料の比率をできるだけ少

なくして高付加価値化する、あるいは機能が同じであれば

できるだけ使用原料を減らしていくプロセスなり事業にシ

フトしていく必要があると思います。また材料そのものだ

けではなくて、製品としてのライフサイクルを伸ばすことに

よりトータルとしてのコストを下げる。こういうことが企業に

とっては非常に大事なのではないかと思っています。これ

最後に「環境経営」の今後の意気込みや事業への意義とい

った点について、お話いただければ幸いです。

からの企業活動は資源を使わないというのが非常に大事

になる。当社の企業理念は「科学と英知による絶えざる革

新で人びとのいのちとくらしに貢献します」ということであ

り、この理念が少しでも具現化できるような経営をしていき

たいと思います。

旭化成グループのCSRレポート
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特集

環境ビジネスを語る
～環境ビジネスウィメン＆Next W・ingプロジェクト室　意見交換会～

小池環境大臣の呼びかけで発足した、環境ビジネスの第一線で活躍する女性起業家の懇談会「環境ビジネスウィメン」。

今回、この「環境ビジネスウィメン」と三井住友銀行初の女性室「Next
ネクスト

W・ing
ウイング

プロジェクト室」の意見交換会が行われた。

金融機関の果たすべき役割は何だろうか？

環境ビジネスウィメンからの言葉には、これからの環境ビジネスの発展に欠かせない

多くのキーワードが込められている。

環境問題を解決していくことが経

済の発展につながり、経済を活性化

することが環境の改善につながる。

環境省は、この「環境と経済の好循

環」を重視し、環境立国となることが

日本の目指すベき姿であるとした方

針を打ち出した。

しかし、大量消費による経済発展

に慣らされている多くの人々は、い

まだに環境保全と経済発展は相反す

るものと考えており、日本における環

境ビジネスの分野は、ハード面だけ

でなくソフト面も含め、まだまだ未発

達といえる。この未発達な部分を開

拓することが、躍進的に成長するア

ジア経済の中で勝ち残り、持続可能

な国として世界をリードする存在と

なる鍵となるのだ。

このような考えのもと、環境省は、

研究者のほかに、さまざまな業種の

会社役員などを交えた環境と経済活

動に関する懇談会の開催や、2025年

環境と経済の好循環
を一つの到達点としたビジョンの作

成など、積極的な情報収集と具体案

の提示に力を入れている。

この取り組みの一つとして、小池

環境大臣の呼びかけにより、環境ビ

ジネスの第一線で活躍する女性起業

家を集め懇談会が発足された。これ

が「環境ビジネスウィメン」である。同

懇談会メンバーは、職種、経歴、年

齢など、バックグラウンドはさまざま

だ。しかし、ベンチャーならではの

発想や行動力、そしてそれぞれの分

野での豊富な経験をもつメンバーた

ちの生の声には共通して、今後、日

本で環境ビジネスが発展していくた

環境ビジネスウィメン

めのヒントが多く含まれている。

また、メンバーが女性ということに

も大きな意味がある。小池環境大臣

は、同会がまとめたメッセージ「元気

な女性が創る環境ビジネス」の呼び

かけの中で、日本にもある、しかしま

だ充分に活かされていない大きな資

源は「女性の力」だ、としている。歴史

的に男性中心の社会文化をもってい

た日本では、男女平等の考えが定着

した現代でも、会社組織の中ではさ

まざまな面で格差が残っているのが

実状だ。しかし、男性と女性は生物

的性差から、違ったものの見方や考

え方をもつ。つまり、女性の力を活用す

ることは、新たな視点やアイディアを

取り入れることになり、ここに環境ビジ

ネスの分野に限らず、すべてに共通し

て生まれる新たな可能性があるのだ。

環境ビジネスウィメンと
Next W・ingプロジェ
クト室メンバー
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Next W・ingプロジェクト室
とのマッチング

この「女性の力」の可能性に気

づき、いち早く行動に移したのが

三井住友銀行のNext W・ingプロ

ジェクト室だ。同室は、女性の視点

に立った新しい商品開発やマーケ

ティングと、行内で女性の力を最

大に引き出せる職場環境づくりを

目的に2005年10月に設置された。

同行は、1996年より環境セミナー

を定期的に開催しているほか、

2006年には、企業と企業が繋がり

新たな環境ビジネスが生まれる場

を提供する環境ビジネスマッチン

グを行うなど、環境に強い銀行を

目指した活動を展開しているが、

今回、同室が、大和投資信託の女

性プロジェクトチームとともに商品

コンセプトを固めて生まれた投資

信託「6資産バランスファンド（愛

称：ダブルウイング）」では、株式

投資部分の投資選定基準で企業

の持続可能な社会への取り組みに

着目している。

このような中、「女性」と「環境」

の2つをキーワードに、今回、環境

ビジネスウィメンとNext W・ingプ

ロジェクト室との意見交換会が実

現した。今回の特集では、「環境

と金融」をテーマとして行われた

この意見交換会で、環境ビジネス

ウィメンメンバーから出された貴重

な意見を紹介する。

環境とビジネス

金融機関に期待すること

薗田氏：今回、司会を務めます薗田

です。ではまず、私たちビジネスウィ

メンもお手伝いさせていただいたの

ですが、先日行われたビジネスマッ

チングについて、皆さんの意見や感

想をお聞きしたいと思います。

鈴木氏：クライアント向けなら、テー

マをもっと絞った方がよかったりと、

まだまだ改善すべき点はあると思い

ます。ただ、やったことは非常にす

ばらしい。それは、あのビジネスマッ

チングの広い間口が、環境ビジネス

に参入を検討している人たちによい

機会を提供したからです。

環境に携わる技術者たちは、非常

に高度な技術をもっているのに、プ

ロモーションが下手なんです。だか

ら、ビジネスセンスのある投資家た

ちでさえ「儲からないのでは」と警戒

してしまう。ビジネスマッチングは、

技術者たちにビジネスをはじめるきっ

かけをあたえると同時に、銀行のブ

ランド力が投資家たちへの信頼性を

担保していました。

善養寺氏：次を考える場としていい

と思いました。参加企業のリストが

あっても数が多すぎて読み切れませ

ん。でも、展示を通じてその企業の

人と実際に会うことで、「次回は、マ

ッチングの場で会ってみよう」などと

思わせる。だから、あのような大き

いイベントのあとに、小規模のカテゴ

リー別商談会を月1回など定期的に

行えば、さらにビジネスのチャンスが

生まれるのではないでしょうか。

崎田氏：私はマッチングには参加で

きませんでしたが、日本全体を網羅

する力をもっている金融機関は、そ

れぞれの地域特性を活性化させる場

づくりもできるので、ぜひやっていた

だきたいと思います。特に環境の分

野では、地域に根ざしたことが多く、

たとえばエネルギー循環でも、異業

種間が繋がることで成立することで

すから。市民団体などにも目を向け

てやっていくことで全国に発信でき

ることに繋がると思います。

薗田氏：では、もっと広く、金融機関

としての銀行に対しての意見を伺い

ましょう。

鈴木氏：先日、小池大臣がこの懇談

薗田　綾子氏
株式会社クレアン 代表取締役

企業のCSRや環境情報を発信するCSR報告

書や環境報告書などを作成。次世代でも地

球と人類が共存できる社会ビジョンの必要性

を訴える。

鈴木　敦子氏
NPO法人環境リレーションズ研究所　理事

長／株式会社環境ビジネスエージェンシー

代表取締役

環境事業のプロモートを支援するほか、NPO

として、専門的な環境情報を一般向けに発

信し、環境ニーズの橋渡しを行う。
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環境ビジネスのポイント

善養寺氏：税金を払うくらいなら、何

善養寺　幸子氏
1級建築士事務所オーガニックテーブル株式

会社　代表取締役

断熱に加え、自然エネルギーを利用するエ

コ住宅を設計。校舎のエコ改築と環境教育

を合わせた政策提言が環境省に採用されて

いる。

崎田　裕子氏
ジャーナリスト、環境カウンセラー

NPO法人持続可能な社会をつくる元気ネット

理事長／NPO法人新宿環境活動ネット 代

表理事／エコギャラリー新宿　指定管理者

パートナーシップ社会のつなぎ手であるNPO

や、生活者の視点に立った地域の環境まち

づくりを支援。

児玉　千洋氏
エコテスト株式会社　代表取締役

国内外の環境分析会社と提携して環境分析

の受託事業を行っている。環境分析につい

ての仲介ビジネスは業界初。

会で「クールビズの次は“環境と金融”

だ」と言っていました。経済発展した

日本はものの尺度がみんなお金の方

に向いています。だとするならば、

お金と環境を上手く結びつければみ

んなが環境に関心をもってくれる。

そうすれば環境分野は飛躍的に成長

できるはずです。ただ、ビジネスをや

るにはお金がいるので、大きな銀行

がお金を動かしていかないと、やれ

るものもやれない。こういった面で

もやはり、銀行が果たすべき役割は

大きいですね。

善養寺氏：私の会社は中小企業の零

細なので、いくら国から仕事をもらって

いてもお金が借りられないんです。大

企業や、ベンチャーでもIT系なら投資

してくれるところはたくさんあるのに。

Next W・ingプロジェクト室では

女性がターゲットですが、「儲かるか」

だけじゃなく、自分がそのビジネスに

「共感するか」の視点も商品にぜひ入

れていただきたいですね。環境ビジ

ネスは、比較的、成果が出るまでに

時間がかかるので、「短期間で返して」

といわれると難しいところがたくさん

あります。でも、事業を育てるという

か、人間が人間を信頼して投資して

いくというようなことがあればいいと

思います。

崎田氏：気持ちのある投資家と繋げ

てあげることでビジネスはしっかり

育つと思います。

先日、アメリカ政府のベンチャー支

援策の資料を見る機会があったので

すが、その支援策というのが、簡単

にいえばビジネスコンテストだった

んです。コンテストが優秀な起業家

を育て、投資家がどんどんお金を出

すことになるのだとか。私は最初、

お金を出すだけで本当に定着するの

かと疑問に思ったんです。でも、投

資家自身、投資対象がベンチャーな

のである程度警戒して、身近ではな

い話には投資しない。多くの場合、

実際に自分で見に行って、きちんと

そのビジネスが動いているかを判断

して投資を決める。だから、良い企

業にちゃんと投資がいくし、そういう

仕掛けをつくることが重要ということ

でした。そういった意味では、地域

と繋ぐこともビジネスを育てる上で、

大切だと思います。

かよいことにお金を寄付したいと考

える人が日本には大勢います。ただ、

個々人がこの人たちから投資しても

らうのは気の遠くなる話なので、や

はり、立派なファンドをもっている銀

行がこのお金を集めてくる役を担え

るのだと思います。

今はもう、お金だけ儲かれば幸せ

という時代ではありません。気持ち

の満足という利息があれば金銭的な

利息はゼロでもいいという人は多い

んです。

たとえばトラストなども利息は国債

より悪いのに募集数を遥かに超える

応募があったり。

薗田氏：通信販売の「カタログハウス」

にもトラスト※の商品が載ったのです

が、問い合わせ殺到でお断りするこ

とになったそうです。ここの場合は、

登録を誰の名義にしても良かったの

で、おじいちゃんが自分の孫のために

孫の名義でなどということもあったと

か。次の世代にどう繋げていくかとい

うことがキーワードとなると思います。

鈴木氏：ターゲットが環境や社会貢

献となった時、マネーゲームの中で

もお金を出す側は、必ずしも儲けを

優先させなくてもいいという人は多

いし、それはかまわないと思います。

環境ビジネスを語る
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ただ、問題は、本来は儲けなけれ

ばいけないお金を預かる側、つまり

環境ビジネス事業者たちが「儲けなく

ていい」と思い込んでいることです。

ここでミスマッチが起きている。だ

からこれを正すために金融機関がサ

ポートする必要があると思います。

善養寺氏：中小企業の技術者をみて

いると「安く提供したい」ということで、

どう考えても赤字の値段を付けると

いうことが多くあるんです。どう考え

ても倍以上の値段を付ける必要があ

るのに。

鈴木氏：ビジネスはマーケティングや

経理などもすべて含めて成り立つも

のですから。でも、ベンチャーの中

には、そこが自分に足りないのだと

いうことにさえ気づいていない人が

たくさんいます。だから、マネジメント

も含めてサポートすることが必要だ

と思うんです。いくらよい技術をもっ

ていて、投資してあげても、そこが

欠けていてはビジネスにはならない

のです。

児玉氏：最近、若い人で投資をして

森氏：私は産業廃棄物の処理をやっ

ているんですが、最近、企業はそれ

をブランドアップに繋げていることも

多くあります。昔は処理しているだ

けだったのが、最近ではそれに付加

価値をつけて新たなビジネスが生ま

れています。たとえば、お母さんが

赤ちゃんの排泄物をみて健康状態を

見るように、廃棄物を最終ラインで見

て、その企業の環境状況がわかるん

です。だから、必要に応じて生産ラ

イン、さらに商品開発の会議にまで

遡ってアドバイスするような、環境産

業のサポートができると思うんです。

もちろん、自社だけでできないことは

アライアンスを組むなどして。

私は情報交流や勉強の場として環

境連合会やシンポジウムを長くやっ

ているのですが、そこには産、官、

学など、本当にいろんな人が来ます。

まだまだこれからやらなければなら

ないこともたくさんですが、それ自体

がすべてビジネスチャンスだと思い

ます。環境の専門家ではなくても、

コーディネートすることで、すごいビ

ジネスチャンスが生まれます。です

から、銀行にはそういう場をたくさん

つくってほしいと思います。

崎田氏：さまざまな取り組みがありま

すし、精度の高い情報も出てきてい

るので、それをうまくつないで、ちゃ

んと取り組んでいるところをもっと応

援していくことが大事です。そういう

投資家を増やし、環境分野にお金が

流れることで、さらに活性化し、相乗

効果が生まれると思います。その仕

掛人が金融機関です。もちろんしっ

かり評価することは大事です。専門

性が必要な分野は私たちのようなそ

海外エコファンドを

情報交流が
ビジネスチャンスにつながる

いる人は多くいますし、私も含め、

ある程度儲けて、楽しくてやってい

ます。だから、やはり「儲ける」とい

う視点は重要だと思います。ですの

でビジネスという意味では、私はエ

コファンドを、特に、中国や海外のエ

コファンドをやってもらいたいと思い

ます。

実は、私個人は今、中国に投資で

きなくなっているんです。最近、中国

で川の汚染が深刻ですが、私は実際

に見に行ってきたんです。そこで、

汚染に反対しているNPOの方々に出

会い、活動を支援することになった

んですが、その際、汚染している企

業のリストを見せてもらってびっくり

しました。自分が株を買っている社

名がずらーっと載っていたからです。

ある程度は儲けたいですが、悪い

ことをしている企業の株は買いたく

ないです。でも、私一人では調べき

れませんし、このような環境関連の

情報は、中国株を売っている国内の

証券会社に問い合わせてもありませ

んし。何をやってるかわからないか

ら買えなくなってしまったんです。だ

から、海外株にもエコファンドを。

それに、たとえば中国にしても、政

府や市民の言うことは聞かないが、

お金を渡す側の言うことは聞くとい

うことは大いにあると思います。お

金の力で社会をよい方へ変えていき

たいですね。

森　裕子氏
株式会社ハチオウ 代表取締役社長

有害物質を含む産業廃棄物処理や資源リサ

イクルを行う。また、分析・調査などを通じた

廃棄物の総合コンサルティング事業、小学校

や大学などでの環境教育事業にも活躍の場

を広げる。

安井　悦子氏
株式会社グレイス　代表取締役社長

環境に関わる人材派遣を行う。環境マイン

ドの高い、自ら活き活きと働く人が増えるこ

とが、持続可能な社会に繋がるというビジョ

ンをもつ。
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三井住友銀行より

れぞれに専門性を持った者を活用す

ればいいのです。ぜひ力を発揮して

ください。

安井氏：情報を発信することは大事

だと思います。発信していても興味

をもつまでのものとしては伝わってこ

ない。それでは意味がないので、ちゃ

んと伝わるように変えていってほし

いと思います。私が会社を立ち上げ

たのは、自分の経験を通して環境マ

インドをもった企業が必要と思った

からです。でも、環境ビジネスマッチ

ングがこれほど成功するのは、環境

が必須となったからだと思います。

だから、そのことを意識して、積極

的に情報を流してほしいです。

薗田氏：みなさん本当にありがとう

ございました。本当にいろいろな話

が出ましたが、環境を実践する場で、

私たちのような視点をもっと入れて

もらえればと思います。

最後に私から1つだけお願いがあ

ります。三井住友銀行としての環境ビ

ジョンをつくってほしいですね。現状

を認識して、理想を掲げ考えることで、

現実とのギャップを知ることになる。

そのギャップを埋めることが、ビジネ

スチャンスにもなると思います。

ありがとうございました。

貴重なご意見を本当にどうもあり

がとうございました。

特に女性の方は、子どものため、

といった視点もありますし、環境へ

の取り組みも含め長期的に持続可能

な社会を築くことを重視される傾向

が強いと思います。こういったことも

今後の商品開発などに繋げていける

といいと思いました。

法人や個人といったことに拘わら

ず、お客さまがこうありたいと描く未

来像を理解し、そのために三井住友

銀行は何ができるか、これから金融

機関として取り組んでいくことが、今

後の課題だと考えています。

今後もご意見をお聞かせいただけ

れば幸いです。

本日はありがとうございました。

※トラストとは

一般的には、市民が自分たちのお金で身近な自

然や環境を「買い取り」、経済競争や開発から守

ることで、次の世代に残すことをいう。ビアトリ

クス・ポッター（ピーターラビット著者）が英国湖

水地方の自然を守るために始めた「ザ・ナショ

ナル・トラスト」が始まりとされている。日本でも

水田や風車、森林など、さまざまなトラストが行

われている。

開催報告：

環境ビジネス交流会～ with チームマイナス6％

2006年3月13日、三井住友銀行のお取引先の環境ビジネスにお

ける販路や仕入れ先の拡大、環境ビジネスに参入検討している企業

へのサポートなどを目的とした環境ビジネス交流会が行われた。

環境をテーマとしたビジネス交流会の開催は今回が初だが、従前

の交流会参加者からもっとも要望の強かったテーマだけに、550社

1,200名が参加した。当日は小池百合子環境大臣が後援の挨拶を行

ったほか、国立大学法人東京大学の総長である小宮山宏氏が基調講

演を行った（SAFE vol.59参照）。しかし、やはりメインとなったの

は、実際の商談を行い、新たなビジネスが生まれるチャンスを提供す

る85のブース展示と610のマッチングである。

商談の成約状況については、半年後に、アンケート調査をする予定

だが、参加企業の感想として、「自社で扱い可能な環境配慮型製品を

探して7社と商談したが、中堅企業と効率的な商談ができた」「工場の

ゼロエミッション達成をサポートできる企業を探して15社と面談し、

当日は提案を受けるだけだったが、具体的に採用可能な提案もあっ

た」などと良好なものが多く寄せられている。

同行はさらに、テーマを絞った運営も視野にいれながら、今後も、

環境ビジネス交流会の開催を検討しているという。新たな環境ビジ

ネスが生まれる場として、これからも期待したい。

マッチング会場
の様子

環境ビジネスを語る
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三洋電機が取り組んでいる「小学

校 ENERGY EVOLUTION PROJECT」

は、2005年11月に発売された1,000回

繰り返して使用できる充電池「エネ

ループ」などを通じて、子どもたちに

環境の大切さを伝える活動である。

全国の小学校に充電池「エネループ」

を寄贈するとともに、一部の小学校

で環境授業を行っている。

2005年11月から2006年3月まで、全

国の小学校を対象にプロジェクトへ

の参加校を募集し、各月先着50校、

計250校に「エネループ」など充電池

セット（エネループ）120本ほか、充電

器10個・保管用ボックスなどを贈り、

2006年4月から開始した環境授業で

は、三洋電機の従業員が授業を行っ

ている。

環境への気づきを提供する
プロジェクト

授業は2時限構成で90分間（45

本格開始を前にテスト授業で
問題点を確認

分×2）。大人にとっても決して短く

ない時間であるため、子どもたちの

集中力をいかに持続させるかが大き

な課題だった。「講師も私たちも、子

どもに授業を行った経験はありませ

ん。雲をつかむような作業でした」

（平田氏）。授業開始に向けて、平田

氏らは小学校でテスト授業を行って

いる。「子どもたちの反応がダイレク

トに感じられ、授業運営にとても参

考になりました。終了後に子どもた

ちにアンケートを行ったところ、授業

の内容は理解してくれたようなので

すが、授業中に子どもたちがやや落

ち着きをなくしまう時間もありました」

（平田氏）。テスト授業のほかにも、

教職員らが中心になり運営している

NPOに意見を求めたり、スタッフ内

で活発な意見の交換をしたりしてい

く中で、徐々に授業の骨格が固まっ

ていったという。

自社の商品を軸に取り組む
CSRプロジェクト第一弾

三洋電機では新ビジョン「Think GAIA」を掲げ、「未来の子供たちへ、美しい地球を還す」ことを目指して、これか

らの生命と社会のために本当に必要な製品の開発を目指している。

ビジョンを具現化した第一弾商品・充電池「eneloop（エネループ）」の発売後に全国の小学校に同商品を寄贈する

とともに、2006年度からは環境授業も開始した。「使い捨てない」意識を子どもたちに伝える三洋電機の取り組

みを紹介する。

File.08

三洋電機株式会社

■環境コミュニケーションファイル

授業では、単に環境に対する知識

を提供するのではなく、参加型にす

ることで、体験を伴った〈地球環境へ

の気づき〉の場を子どもたちに提供

することを目指している。「ものを大

切にする心、使い捨てない文化を伝

えることで、子どもたち一人ひとりに

自身の問題として環境を意識し、行

動につなげてもらうことを重視してい

ます」と語るのは、三洋電機コーポ

レートコミュニケーション本部広報ユ

ニット担当課長の平田勇人氏。同プ

ロジェクトは、平田氏と同ユニットの

山内悠太氏の専従スタッフ2人と他部

署との兼任の講師の3人を中心に進

められている。

単3、単4型ニッケル水素電池�
である「エネループ」�

Think GAIA エネルギー�
クリーンエネルギー社会の創造�

環境�
地球環境問題へのチャレンジ�

ライフスタイル�
地球と共生するライフスタイルの提案�

「エネループ」の開発・販売�

■ 図表 「Think GAIA」ビジョンに基づく3大プログラム
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三洋電機の従業員が環境授業の講師を務める

使い切り乾電池1,000本を持ち上げる小学生

さまざまなステークホルダーを
巻き込むCSR活動へ

従業員の参画が
活動を育てるカギ

取材・文：中田幸宏
（トッパンエディトリアルコミュニケーションズ株式会社）

2006年度の環境授業は、エネルー

プを寄贈した250校の中の約30校で

実施する予定だ。4月の開始から現

在まで、10校以上ですでに授業が行

われた。「テスト授業などを経て、か

なりスムーズに授業を進められるよ

うになりました」（山内氏）と徐々にで

はあるが手応えも感じている。

さらに、活動の輪は小学校にとど

まらない。5月21日、23日に授業を行っ

た大阪府の小学校、交野市立妙見坂

小学校がある交野市は、豊かな里山

の自然の保全などの環境活動を積極

的に行っている。同市で開かれた地

域環境イベント「環境フェスタ in か

たの」では、妙見坂小学校がエネル

「プロジェクトの今後のポイントは、

この活動を社内にいかに浸透させる

か」と語る平田氏。同プロジェクトは、

「自社商品と明確に結びついた最初

のCSR活動」（平田氏）。そのため、

エネループの寄贈式や環境授業に従

業員が積極的にかかわる機会を設

けている。日ごろの仕事では大人を

相手にすることが多く、勝手が違う

ープを用いた環境への取り組み発表

を行うとともに、同校の授業に交野

市役所の職員が参加するなど、小学

校・自治体・企業が連携した環境活

動へ発展している。「企業だけ、学校

だけではできることが限られてしま

います。今後は地域、自治体など、さ

まざまなステークホルダーを巻き込

むことが環境活動、ひいてはCSR活

動にとって重要なのではないでしょ

うか」（平田氏）。

エネループを寄贈した小学校の1

つ、渋谷区立神宮前小学校では、図

工の時間にエネループの電力による

電球を使ったオブジェを製作し、学

校近くの表参道の街路樹への展示も

行っている。

「子どもたちは、耳で聞いて目で見

て手で触って身体で覚えていく中で、

長く印象に残り、心に刻まれる」とい

う平田氏の言葉のとおり、授業の構

成は体験的な要素を多く取り入れた

構成になった。

子どもたちに人気が高いのは、

1,000回使える充電池「エネループ」

と乾電池の違いを感じてもらうため、

約23kgある乾電池1,000本分を実際

に子どもたちに2人がかりで持ち上

げてもらうもの。そのほか、5、6人が

班になってステンレスのスプーンとア

ルミ皿、食塩水を使って、電子オル

ゴールを鳴らす「人間電池」の実験

などがある。

講義で使われるテキストにも工夫

が見られる。地球が誕生してから46

億年の歴史を1年間のカレンダーにた

とえた「GAIAカレンダー」や、その

人類が便利で豊かな暮らしと引き替

えに起きている環境破壊などについ

て、カラフルなイラストによる解説と

ともに書き込みスペースをたくさん用

意し、子どもたちが質問の答えを記

入していくことで内容を理解できる

仕組みになっている。

子どもたちと接することで、「社会貢

献の意味を考える機会になって非常

に新鮮、という意見も届いています」

（山内氏）。

環境授業では中心スタッフ3人の

ほかに、他部門の従業員1～2人程度

が加わる。同プロジェクトは、来年

以降も今年度と同数の約30校で授業

を予定しているが、1学年すべての

クラスで授業を行うため、1校につき

90分の授業を2～3回程度行う必要が

ある。「ハードスケジュールのため、

お断りしている学校もあります」（平

田氏）という話もうなずける。スタッ

フ一人ひとりの負担を減らすために

も、社内での体制づくりが欠かせな

い。従業員へ同活動を知らせるツー

ルは社内報とホームページが主とい

う現状であるが、メーリングリストを

使って同活動に参加した従業員らに

向けてこまめに活動報告を行うなど、

草の根から活動の輪を広げようとし

ている。

明確なコンセプトを持ち、自社の

ビジョンを体現するエネループを軸に

した「小学校 ENERGY EVOLUTION

PROJECT」──。「今後は小学校だけ

でなく、環境イベントなどさまざまな

場所で同プロジェクトを展開してい

きたい」と語る平田氏らの目には、

NPOや他の企業との連携も視野に

入っている。6月には、上記の試みの

第一弾として、三越の日本橋本店で

環境教室を開催した。「ものを大切に

思う心という、日本が古くから持つ文

化を、1人でも多くの子どもたちに広

めていきたい」（平田氏）。日本だけ

でなく、世界の人々にとって三洋電

機のCSR活動がなくてはならない存

在となる日を目指し、その取り組みは

続く。
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環境経営講座

Sustainability Seminar
〈第18回〉

持続可能な漁業の
第三者認証「MSC」
漁獲物の持続的な利用を第三者機関が国際的に認証する「MSC認証」。

日本ではあまり知られていないのが現状だが、世界一の水産物輸入国

である日本で、今後、MSC認証が広がる可能性は大きい。そこでこの

研究を行うアミタ株式会社持続可能経済研究所田村典江氏にMSC認

証とは何かと、今後の展望について論じていただいた。

田村典江氏
アミタ持続可能経済研究所　主任研究員
1975年兵庫県生まれ。京都大学大学院農学
研究科応用生物科学専攻博士課程単位を経て、
2005年より現職。専門は水産学、資源人類学、
水産エコラベリング。総合地球環境学研究所・
共同研究員、コモンズ研究会・世話人。

MSC認証とは

持続可能な
水産資源利用のために

現在、世界各地で水産資源が枯渇

している。FAO（国連食糧農業機関）

によれば、日本人になじみの深いマ

グロやタラといった魚種は、特に深

刻な資源枯渇状態にあるという。こ

のような資源枯渇状態は、海洋環境

の変化により自然に生じたものでは

なく、不十分な資源管理の結果生じ

る過剰な漁獲が原因である。その背

景には、漁業が行われる海洋の自然

環境を無視して、ひたすら安い魚を

求める消費者の姿がある。

世界有数の魚食大国である我が国

は、国内で多くの漁業を営む国であ

るとともに、世界一の水産物輸入国

でもある。ゆえに、私たち日本人は、

日本および世界各地の水産資源に大

きな影響を及ぼしているのである。

次の世代が、おいしい魚を当たり前

に食べ続けられるように、私たちに

は、消費者として世界の水産資源を

守る責任がある。

では、水産資源枯渇を防ぐために

は、消費者として何ができるだろう

か？　最も大きな力になるのは、産

地を吟味し、きちんとした資源管理

のもとに営まれている漁業者の漁獲

物を選ぶことである。とはいえ、日ご

ろ店頭で手に取る水産物は、さまざ

Marine Stewardship Council

（MSC：海洋管理協議会）※1は、ロン

ドンに本部を置く国際的なNPO法人

である。1997年に国際的な環境保護

団体と大手食品企業によって設立さ

れ、1999年からは独立して運営されて

いる。MSCではその目的を、消費者

の購買力を責任ある水産資源利用に

つなげることで、世界の水産資源の

減少傾向をくつがえすこととしている。

まな産地からもたらされており、どの

漁業者がきちんとした資源管理を行っ

ているかを知ることは容易ではない。

このような状況を解決する方策と

して、水産エコラベリングがある。こ

れは、十分な資源管理を行っている

漁業に対して認証を与え、認証を受

けた漁業者の漁獲物にラベルを付し

て販売する制度である。消費者は店

頭で、特定のラベル付き製品を選択

消費することで、持続可能な漁業を

支援し、水産資源を守ることができ

る。同時に、ラベル付き製品の存在

によって、水産資源の問題を身近な

問題としてとらえられる。以上のよう

な観点から、本稿では、現在、世界

の代表的な水産エコラベル制度であ

るMSC認証について紹介する。

設立と同じ1997年に、MSCでは、

科学者や漁業者、環境保護団体、水

産加工・流通業界など多くの利害関

係者との協議に基づき、「持続可能

な漁業のための原則と基準」を策定

した。この「原則と基準」に従い、

「持続可能な漁業」の認証が行われ

ている。

MSC認証のポイントは以下の4点

にある。

第一は、複数の側面から漁業の持

続性を審査することである。「原則と

基準」に従って、資源・環境・制度の

三側面について、それぞれの専門家

が厳密な審査を行う。資源の持続性

だけでなく、対象資源が生息する環

境の持続性や漁業を営む主体の社

会的・経済的持続性も満たされなけ

れば、「持続可能な漁業」として認証

を得ることはできない。

第二は、国際的な第三者認証制度

として運営されていることである。

第三者認証では、事業者と利害関係

のない第三者が、規格への適合性に

対して認証審査を行う。一般に、第

三者認証は、公正・中立性が高いと

されており、たとえばISO14001の環

境マネジメント規格などがその代表

として挙げられる。MSCの認証審査

も、ISO14001の認証審査と同様に行

われている。すなわち、MSCが認証

の規格を作成し、認証審査を行う機
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2000年に世界で最初の漁業認証・

COC認証が発行されて以来、MSC

認証は欧米を中心として展開されて

きた。2006年6月現在、世界で18件

の漁業者が認証を取得しているが、

そのうち7件がイギリス、7件がアメリ

カの漁業者であり、この二カ国で特

に取り組みが進んでいる。また、

COC認証では、アメリカに本社を置

く世界最大の小売業者であるウォル

マートが、今後数年のうちに北米で

販売する全ての天然魚をMSC認証

製品に切り替えていくという方針を

発表するなど、小売業者の取り組み

MSC認証の広がり

が目立っている。

2006年に入って、日本でもMSC認

証に対する取り組みが広がってい

る。漁業認証では現在、京都府機船

底曳網漁業連合会（以下、京底連）が、

ズワイガニとアカガレイを対象とする

底曳網漁業で認証審査を受審中で

ある。これはアジアで初のMSC認証

取得の試みとなる。認証審査の結果

は、順調にいけば秋ごろにも明らか

になる予定だが、京底連の挑戦は、

日本の漁業者の自主的な資源管理

を、世界に発信するという意味でも

非常に注目される。また、2006年5月

に、築地に本社を置く株式会社亀和

商店※2が、アラスカサーモンを原料

として、COC認証を取得した。日本

で初のCOC認証取得である。亀和

商店では現在、MSCラベルのついた

天然キングサーモン切身を販売して

いるが、今後、認証製品の種類数を

増やす方針とのことである。

冒頭に述べたように、日本の食卓

は、世界の水産資源に対して大きな

影響力を持つ。今後、MSC認証商品

のような水産エコラベリングの取り組

みが、どのような広がりを見せるのか、

引き続き注目していきたい。

※1 http://www.msc.org/

※2 http://www.kamewa.co.jp/

れ、加工され、店頭で売り出される

までの間に、混入や水増しがあって

はならないのである。そのため、

MSC認証には、漁業が持続的に営ま

れているかどうかを認証する漁業認

証と、得られた水産物が加工・流通

の過程で正しく取り扱われているか

を認証するCOC認証という二つの認

証がある。海から食卓までの経路全

体が、漁業認証とCOC認証のチェー

ンによってカバーされるのである。

（図表2）

関を認定する一方、認定を受けた認

証機関によって、実際の認証審査が

行われるのである。

第三はラベリングを伴うことであ

る。MSCの規格に基づき、持続可能

な漁業であると認証されれば、その

漁獲物はMSCロゴマーク（図表1）を

付して販売することができる。MSC

ではロゴマークの権威を保つため、

その使用にあたって厳格な規則を設

けており、Marine Stewardship

Council International（MSCI）という

MSCの関連会社と契約を結ばなけ

れば、ロゴマークを使用することはで

きない（本稿もその例外ではなく、契

約を交わしID番号の交付を受けて

使用している）。

第四は、漁業の認証と、流通・加

工の認証からなる認証のチェーンで

ある。水産エコラベル制度の重要な

点は、持続可能な漁業によって得ら

れた水産物が、店頭で消費者に判別

され、選択されるところにある。そ

のためには、対象となる漁業で十分

な資源管理・環境配慮がなされてい

るだけではなく、流通・加工過程に

おいても、正しい取り扱いがなされ

ていなくてはならない。つまり、認証

された漁業の漁獲物が、漁業者によ

って水揚げされ、市場で取り引きさ

■ 図表1

MSC（海洋管理協議会）�

認証機関�

認定�

認証� 認証�

漁業認証�

漁業者� 加工・流通業者�

認証のチェーン�

認証規格作成�
認証機関認定�

規格に基づき審査実施�

消費者�

COC認証�

ロゴ� ロゴ�

■ 図表2

MSCI0274
http://www.msc.org/



「昼なお暗い」そんな部屋や場所

が増えている。昔から北向きの部屋

は暗いと相場が決まっていたが、昨

今は北向きに限らない。住宅、マン

ション、ビルなどが密集して建てられ

るようになり、窓があってもほとんど

光が入らない部屋が増えているので

ある。また、大きなビルや駅、地下

街では内側まで光が入らない。一日

中、照明をつけて明るさを確保して

いるが、その消費電力も地球温暖化

対策の面で問題だ。

暗い場所に太陽の光を導入するこ

とができれば、照明用のエネルギー

を節約できる上に、照明では実現で

きない自然のやさしい光を浴びるこ

とができる。そんな夢を実現するの

が「太陽光採光システム」である。

太陽光採光システムは、太陽光の

取り入れ口を屋外（ベランダや屋上）

に置き、ミラーや光ファイバーを使っ

て屋内に太陽光を取り込むものだ。

光ファイバー方式の太陽光採光シ

ステムは、「ひまわり」の名称でラフォー

レエンジニアリング株式会社から発

売されている（図表2）。「ひまわり」は、

森 敬博士（慶應義塾大学理工学部教

授）によって考案された。1980年代、

ちょうど光ファイバーやパーソナルコ

ンピュータが普及し始めた時期であ

14 SAFE vol.60 July.2006

光あふれる暮らしを。太陽光採光システム
都市化が進み、住宅やマンション、大規模建築物では日当たりの悪い部屋・スペースが多くなっている。

そんなところでも、太陽の光を浴びて暮らすことができるとしたらどうだろう。

太陽光採光システムは、日本のくらしに光をもたらす。

暗い部屋に太陽光を

光を運ぶ仕組み

先進環境技術紹介

Eco Frontiers

▲
る。光ファイバーによって、光源から

離れた場所に光を運ぶ技術が生ま

れ、コンピュータの小型化によって繊

細なコントロールが可能になったの

である。

「ひまわり」のシステムは、光を集め

る集光機、光を運ぶ光ファイバーケー

ブル、光を放つ照射器具からなる。

集光機は、光を集めるレンズと太

陽の位置を検出してレンズを太陽の

方向に向ける動力部が組み合わせら

れている。凸レンズによって集めら

れた光は光ファイバーの入り口で焦

点をとり、ファイバー内に導入される。

この際、焦点位置がずれると光ファ

イバーに入る光が少なくなるため、

なるべくレンズが正面から光をとらえ

ることが重要になる。

太陽を追いかける自動追尾システ

ムは、光センサーとコンピュータの複

合制御である。季節や時間によって

異なる太陽の方角や高さを、コンピュ

ータであらかじめ設定して制御し、さ

らに光センサーによって微調整する。

■ 図表１ 太陽光自動追尾のイメージ

太陽の位置を正確にとらえ、�
レンズが正面を向くように�
自動追尾する�

朝�

昼�

夕�

集光機�
（屋上やベランダに設置）�

光ファイバーケーブル�
（光を運ぶ）�

照射器具�

■ 図表2 「ひまわり」のイメージ

その際、光の取り入れ口に太陽を自

動的に追尾するシステムを組み込み、

日の出から日の入りまで効率的に太

陽光を取り込む（図表1）。メーカー

でつくる太陽光採光システム協議会

では、この太陽光自動追尾システム

を装備して、アクティブに太陽光を取

り込むことができるものを「太陽光採

光システム」と定義している。

今回は、その中でも、まったく窓の

ない部屋や地下空間にも太陽光の導

入を可能にした、光ファイバーによる

太陽光採光システムを紹介する。
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自然光の明るさを屋内で

導入される光は焦点位置が厳密に

調整されるため、レンズの色収差※を

利用して紫外線のほとんどと赤外線

の一部をカットできる（図表3参照）。

紫外線をカットすることで、過度な日

焼けや家具などの色あせを防ぐとと

もに、目にもやさしい光になる。

光ファイバーは、コア径1mmの光

ファイバーを6本束ね、光の出口（出

射部）で照射器具（スポットライトや

ダウンライトなど）に接続する。レン

ズ6眼分が1つのライトになる形だ。

光ファイバーを使うことによって、集

光した場所から離れた場所にも光を

届けることができる。

光ファイバーの先端から出る光は、

約58°に広がる（図表4）。照射器具か

ら約2m離れた位置で、直径約2.2m

（3.8m2）の範囲の明るさ（照度）が平

均500ルクスになるという。500ルクス

といえば、JISの照度基準では読書

や勉強、食卓に必要な明るさとされ

太陽の光とともに

今春、一躍、太陽光採光システム

が有名になるできごとがあった。あ

るマンションの新規建設の際に、日陰

になる隣のマンションに日照権の補

償として、全戸に光ファイバー方式の

太陽光採光システムを導入したの

だ。このように、日照権は徐々に市民

権を得つつあるといえる。

クオリティ・オブ・ライフという言葉

がある。物質的だけでなく精神的な

満足度、生活の質を高めていこうと

いう考え方だ。医療から始まった言

葉だが、今では人間活動全般に使わ

れている。当然、太陽の光を浴びて

暮らすことは、人の健康にも良いだ

ろうし、精神的な安定にもつながる

だろう。

特に都市型生活においては、採光

がなかったり地下街を多用したりす

ることで、太陽光を浴びられない

ことが多い。人として健康的な生活

のために、屋上から光を取り込むと

いうのも、1つの方法ではないだろ

うか。

普及に向けた課題

太陽光採光システムには、光ファ

イバー方式以外にもミラーを複数使

った方式やプリズムとミラーを併用

した方式がある。いずれも光の反射

を利用するので、光ファイバーのよう

に遠い場所に光を運ぶことはできな

いが、大型施設の中庭などの照射に

活用されている（図表5）。

普及に向けて課題は何だろうか。

まずは導入コストだ。「ひまわり」は

1部屋あたり100万円前後からと、まだ

個人が気軽に導入できるほどではな

い。建物の計画時点から導入されれ

ば、量産によるコスト効果もあがりや

すいので、マンション公共施設での

まとまった導入や太陽光発電・屋上

緑化のような助成金を期待したい。

ランニングコストについては、晴れ

ている日は集光機を動かすわずか

な電力のみで運転でき、その分、照

明の電力は不要になる。ただし、曇

りや夜間は照明を併用する必要が

ある。

ている。天井から照射するなら、お

おむね床まで十分に明るいといえる。

ただし、2mの距離で直径約2.2m

なので、照射器具1つで部屋全体を

照らすのは難しい。ラフォーレエン

ジニアリングでも、6畳程度の部屋に

2つの照射器具を目安としている。

■ 図表3 レンズと色収差

■ 図表5 太陽光採光システムのバリエーション（プリズム＋ミラー併用方式）

■ 図表4 光の広がりと明るさ

0.5m　約8,000ルクス�

1.0m　約2,000ルクス�

1.5m　約900ルクス�

2.0m　約500ルクス�

2.5m　約300ルクス�

光ファイバーケーブル�

58°�

0.55m

1.11m

1.66m

2.22m

2.77m

   0m

導入後�

参考：住宅で基準とされる照度（JIS9110）�
1000ルクス＝手芸・裁縫などの細かい作業�
500ルクス＝読書・勉強・食卓など�
200ルクス＝団らん・娯楽など�

導入前�

※色収差とは、レンズを光が通ったときに波長（色）によって焦点位置が異なって
しまうこと。紫外線はより手前に、赤外線はより遠くになる。
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私はエネルギーの需給、あるいは地球環境問題をエネルギーの

問題と表裏一体のものと考えています。エネルギーが消費される

から、CO2が発生しています。エネルギー問題のなかで一番の問

題は、供給サイドの議論だけで考えているということです。むし

ろ、需要サイドから考えるべきです。エネルギーを使っている分

野というのは大きくわけると3つあります。産業、民生、運輸部

門です。産業部門では皆、節約していますが、モータリゼーショ

ンは中国はじめ世界中で拡大しています。そうすると、燃料の消

費が急激に伸びるのです。だから、世界的にみても運輸、つまり

自動車燃料部門のエネルギー需要をどう抑制していくかという

のが、まさにCO2の問題とつながる重要事項なのです。

政治的な流れとしては、2年前に小泉総理がブラジルを訪問さ

れた際のブラジルのルーラ大統領とした会談にさかのぼります。

そこでルーラ大統領から「なぜ日本はエタノールというものに注

目しないのか。世界で自動車を化石燃料だけで走らせている国

は日本だけです。世界では大事な石油を節約するために、再生可

能なエネルギーであるエタノールを混ぜて自動車を走らせていま

す」という指摘がありました。そこで、総理も理解を示されて、

日本でも可能性を考えてみようというお気持ちになられたのだ

と思います。

また、2006年4月に発表された新国家エネルギー戦略の中間

取りまとめでは、自動車用燃料について、現在は100％のガソリ

日本とブラジルの新たな100年に向けて
日伯エタノール株式会社

自動車用燃料でのバイオエタノール利用は、環境省の旗振りにもかかわらずほとんど進んでいない。しかし、ブラジ
ルから日本に安定的にバイオエタノールを輸入しようという新しい会社が、3月3日に日本（日本アルコール販売株
式会社）とブラジル（ペトロブラス社）の合弁で設立された。社長に就任されたばかりの雨貝二郎氏に、同社がバイオ
エタノール事業にかける意気込みを伺った。

Ecological Company Special

日伯エタノールが生まれた背景をお教えいただけますで

しょうか。

自動車燃料としては、これまではガソリンが一番便利でした。

これに代わる電気自動車や水素自動車など色々と考えられてい

ますが、今一番実用的なのは、ガソリンにエタノールを混ぜる方

式なのです。図表1（次ページ図）を見ていただければわかります

が、中国でもインドでもオーストラリアでもアメリカでもカナダ

でも、世界のあらゆる国で、エタノール混合燃料を使っています。

現在、ブラジルではガソリンもエタノールもフレキシブルに混ぜ

て使えるフレックスカー（FFV：Flexible Fuel Vehicle）というも

のが発売される新車の8割を占めています。技術的にも難しいこ

とはないと聞いています。

石油連盟ではエチル-t-ブチルエーテル（ETBE）を推進すると

いっており、京都議定書目標達成計画の中でも、バイオエタノー

ルを原料にETBEを製造し、使用することを想定しています。

我々は、ETBEも1つの選択肢だと思っていて、否定的ではあり

ません。しかし、ETBEには3つの問題があります。安定供給で

きるかという不安やガソリンスタンドの投資コストが過大である

点、さらに、問題がいまだ解明されていない物質として法律で監

視対象になっている点です。なぜそういう問題がある物質を使う

必要があるのか、直接混合ではなぜいけないのか。世界が皆使っ

ているやり方のほうがいいのではないでしょうか。そうした理由

から、私はETBEを否定するわけではありませんが、果たして賢

明な選択なのだろうかという疑問をもっています。

他方においてもちろん、E3※についても蒸気圧の問題やNOx

の問題、相分離など技術的な問題がいくつか指摘されています。

バイオエタノールをどのように使うのでしょうか。技術

的な問題が指摘されていますが。

ン依存度を2030年には80％に2割削減するという目標を立て

ています。その2割を何で代替するか。たとえば、自動車用燃料

として、ガソリンは年間6000万kL使用されています。その2割

を代替するということは、1200万kLです。これを供給するには、

実績と供給力のある燃料でなければならないと考えます。エタ

ノールはブラジルですでに30年の歴史があり、世界中で使われ

ています。日本のCO2排出削減にエタノールが果たせる役割は大

きいといえます。これらの要素が組み合って、当社が生まれてき

たと考えています。
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会社概要

：日伯エタノール株式会社

：東京都中央区日本橋小舟町6-6

：3,000万円

：日本アルコール販売50％、ペトロブラス社50％

：ブラジルからのエタノールの輸入･販売（ペトロブラス社
の輸入総代理店）、CO2排出権取引

：03-3669-9500

社 名

所 在 地

資 本 金

株 主 構 成

事 業 内 容

T E L

Ecological Company Special

今後の具体的な事業の方向性、普及に向けた施策はどの

ように考えていらっしゃいますか。

しかし、私は致命的な欠陥はないと理解しています。ブラジルに

は30年の歴史があるわけで、エタノールだけでなく、必要な技術

も導入すればよいのです。世界が使っている常識がどうして日本

で通用しないのか、この一事をもって理解されると思っています。

新国家エネルギー戦略がこの数カ月以内に決まります。

2030年の国家目標をどうやって実現するかを詰めていく段

取りです。そのときに大きな役割を果たせるかどうかが、ま

ず1つのポイントです。

事業展開としては、2つの分野を考えています。1つは現実

にブラジルからエタノールを輸入する。それからもう1つはブ

ラジルで蓄積された考え方、技術的なノウハウを日本にもっ

てくるという、2つの役割を日伯エタノールは果たそうと考え

ています。

輸入については、我々はE3向けの180万kLを安定的に供

給できる仕組みをつくります。我々を窓口にブラジルからバ

イオエタノールを輸入し、日本の色々な商社や石油業者に分け

ていきたいという構想をもっています。もちろん、生産段階の

サトウキビのプランテーション部分にも投資をするし、発酵蒸

留のプラント投資もする。そういう仕組みをつくりあげます。

それらすべてを日本向けの専用のルートでつくりあげようと

思っています。そうすれば、排出権取引の材料にもなります。

まずは、年内に1～2万kLをデモンストレーション的に輸入

したいと思っています。今現在、工業用エタノールの価格は上

昇しているのですが、そういう価格ではなく、20年の契約期

間で安定的に輸入するとコミットしたときにどういう価格を設

定して日本に届けるか、そういうことを含めてペトロブラス社

と色々検討しています。

ここ2、3年はデモンストレーションが一番の柱になってい

くと思います。それによって国内のユーザー側の認識もかわっ

てきます。重要なのは、メーカーの姿勢ではなく、むしろ消費

者、ドライバー一人ひとりの自覚、日本国民一人ひとりの自覚

にかかってくると思うのです。だから広くドライバーに自分で

気づいてもらいたいのです。自分が走らせている車がガソリ

ンだけなのか、それともちゃんと地球環境にやさしいものを

加えた、世界が努力している方向のガソリンで走らせている

のか、それが基本だと思います。

我々が直近で目標としているのが2008年です。2008年

は非常にメモリアルな年です。1つは京都議定書にもとづく第

一約束期間が開始する年です。もう1つはブラジル－日本移民

100年の年です。これを機に新しい日本とブラジルの関係を、

バイオエタノールを通じて実現させたいと考えています。

中国�
E10

インド�
E5ナイジェリア�

E10

南アフリカ�
E5、E10

スウェーデン�
E5、E85�

フランス�
ETBE

ドイツ�
ETBE�

イギリス�
E5、E85

スペイン�
ETBE

EU�
バイオ燃料導入指令発令�

オーストラリア�
E10

アメリカ�
E10、E85

ベネズエラ�
E10

ブラジル�
E20、E100

コロンビア�
E10�

ペルー�
E10�

パラグアイ�
E7

カナダ�
E10

タイ�
E10

■ 図表1 世界でのバイオエタノール混合燃料使用状況

※ E3はガソリンにエタノールを

3％、E10は10％混合した燃料

のことをいう。

図中のEXXと標記しているのは、

その混合率のエタノール混合燃

料が一般的に使用されているこ

とを示す（すべてがエタノール混

合燃料に切り替わっているわけ

ではない）。

見渡すかぎりの
サトウキビ畑
（ブラジル）
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4月７日に、環境基本法に基づく環

境基本計画が閣議決定された。約5

年ごとに改定される同計画は、今回

で第三次となる。副題を「環境から

拓く ゆたかさへの道」とした本計画

では、従来の環境と経済の好循環に

加えて、人的・文化的な価値を含む

社会的側面も一体となった向上を目

指している。

10分野の重点分野政策プログラム

は次のとおり。事象別の分野として、

①地球温暖化問題に対する取組、②

物質循環の確保と循環型社会の構築

のための取組、③都市における良好

な大気環境の確保に関する取組、④

環境保全上健全な水循環の確保に

向けた取組、⑤化学物質の環境リス

クの低減に向けた取組、⑥生物多様

性のための取組の6分野。事象横断

的な分野として、⑦市場において環

境の価値が積極的に評価される仕組

みづくり、⑧環境保全の人づくり・地

域づくりの推進、⑨長期的な視野を

持った科学技術、環境情報、政策手

法等の基盤の整備、⑩国際的枠組み

やルールの形成等の国際的取組の推

進の4分野が挙げられている。

重点分野の分類はいかにも総花的

だが、環境政策の展開の方向性とし

て、注目すべきキーワードが盛り込

まれている。「拡大生産者責任の活

用」「予防的な取り組み」「NPO等と

の協働」「国際的なルール作りへの参

画」「50年以上の超長期ビジョンの策

定」などは、これまで強く求められな

がらも、政策的にはあまり取り入れ

られてこなかった事柄だ。

また、これまで2回の環境基本計画

で先送りとなっていた環境指標が提

示された。①上記の重点分野にかか

わる個別指標、②地球温暖化など環

境の各分野を代表的に表す指標、③

集約して環境の状況を端的に表す指

標の3タイプである。特に、③に関し

ては、経済との関連や循環型社会の

形成度合い、国際比較性などを考慮

して、それぞれ環境効率（CO2排出

量÷GDP）、資源生産性（GDP÷天

然資源等投入量）、エコロジカル・フッ

トプリントの3つを使うとしている。

目標値等は提示されていないもの

の、指標が定まったことで評価が可

能となった。

第三次環境基本計画の公表
3回目となる環境基本計画が閣議決定・公表された。
日本の未来に向けて、政府だけでなく、国民各層に協働が求められている。

4月27日、国連のアナン事務総長と、

国連環境計画金融イニシアティブ

（UNEPFI）、グローバルコンパクトが

共 同 策 定した“ Principles for

Responsible Investment（責任投資

原則）”が発表された。

これは、資産運用を行う機関投資

家や運用を受託しているファンドマ

ネージャーが、「環境・社会・ガバナ

ンス（ESG）」に配慮した投資を実施

する際の原則であり、次の6項目から

構成されている。①投資分析と意思

決定のプロセスにESGの課題を組み

込む。②株主責任を認識した株主と

して、株式所有の方針と慣習にESG

問題を組み入れる。③投資対象の主

体に対し、ESGの課題について適切

な開示を求める。④資産運用業界に

本原則が受け入れられ、実行される

よう働きかける。⑤本原則を実行す

る際の効果を高めるために協働す

る。⑥本原則実施に関する活動・進

捗状況を報告する。

この原則の採択組織は、資産所有

者、ファンドマネージャー、専門サー

ビス提供者の3つに分類される。す

でに16カ国の機関投資家や年金基金

などが採択しており、国内では、キッ

コーマンの年金基金、大和証券投資

信託委託、三菱UFJ信託銀行、住友

信託銀行、損保ジャパンが採択してい

る。これにより全世界で、年金基金な

どの資産総額で2兆ドル（約220兆円）、

ファンドマネージャーなどの運用額で

3兆ドル（約330兆円）が、ESGに配慮

し投資・運用がなされることになる。

これにより、発展途上国における

プロジェクト・ファイナンスなどにお

いて社会・環境リスクに配慮する「赤

道原則」と合わせ、「融資」と「資産運

用」の両面において、社会・環境の配

慮への考え方が示されたことになる。

国連が「責任投資原則」を発表
環境・社会・ガバナンスに配慮した資産運用を実施する際の原則として、
「責任投資原則」が公表され、16カ国の機関投資家や年金基金が採択した。

1Topics

2Topics



●経済産業省は、企業とステークホルダーとの環境保全や負荷削減に関

する情報の効果的な受発信や対話の事例をまとめた「環境コミュニケー

ション」の手引書を作成した。（4/12）

http://www.meti.go.jp/

●第3回ISO／SR（社会的責任）総会が開催され、国際規格ISO26000

（社会的責任ガイダンス）の根幹となる内容が合意された。今後はこの

合意を基に、詳細な第2次作業文書が策定され、2008年10月の発行

を目指す。（5/23）

http://www.meti.go.jp/press/

●三菱総合研究所は、環境省の事業「自主参加型国内排出量取引制度」向

けに、温室効果ガス排出量取り引きのマッチングを支援するインター

ネットサービス「GHG-TRADE.com」を開始した。（6/5）

https://www.ghg-trade.com/
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経済

●環境省は、家電リサイクル法に基づく、廃家電4品目の2005年度引

き取り台数を公表した。全国の指定引取場所および家電リサイクルプ

ラントが引き取った廃家電4品目は前年度比3.6％増の約1,162万

台、全国の家電リサイクルプラントに搬入された廃家電は前年度比

3.8％増の約1,163万台となった。（4/21）

http://www.env.go.jp/

●東京都は、ヒートアイランド対策として「壁面緑化ガイドライン」を作成

した。設置箇所に応じた壁面緑化のタイプ別特徴や適した植物など、

壁面緑化のノウハウをわかりやすく解説している。（4/24）

http://www2.kankyo.metro.tokyo.jp/

●経済産業省は、パソコンなどの国内出荷数量に占める輸入販売数量の

増加を受け、資源有効利用促進法の基本方針の改定および判断基準省

令の一部を改正した。これにより、輸入販売業者も対象となり、輸入

販売製品にも環境配慮設計基準が適用されることとなった。（4/27）

http://www.meti.go.jp/press/

●気象庁は、2005年の世界および日本のオゾン層などの状況や長期変

化傾向に関する解析成果を「オゾン層観測報告：2005」として取りま

とめた。これによると、1990年代以降はオゾン層の減少傾向がみら

れなくなった一方、国内で観測した紫外線量は長期的に増加傾向にあ

る。（4/28）

http://www.jma.go.jp/

●環境省では、「廃棄物情報の提供に関するガイドライン」を策定した。

これは、産業廃棄物の処理を委託する際、排出事業者からの情報提供

が必要な項目や契約書に添付できる廃棄物データシート（WDS）の様

式例を取りまとめたもの。（4/28）

http://www.env.go.jp/

●環境省は、地球温暖化対策推進法などに基づき、2004年度の温室効

果ガス排出量を取りまとめた。その結果、総排出量はCO2換算で前年

度比0.2％減、京都議定書規程の基準年（1990年）比8.0％増の約

13億5,500万トンとなった。（5/25）

http://www.env.go.jp/

●家電メーカー各社および家電製品協会は、家電リサイクル法に基づいて

実施した家電リサイクルの2005年度実績を公表した。これによると、

エアコン84％（法定基準60％）、テレビ77％（同55％）など、家電メー

カー全社において法定基準を上回る再商品化率が達成された。（5/26）

http://www.env.go.jp/

政策

●2006年版「環境白書」と「循環型社会白書」が閣議決定された。環境

白書は、「人口減少と環境」と「環境問題の原点　水俣病の50年」の2

つを総説のテーマにしている。また、循環型社会白書は、我が国と世

界をつなげる「3R」の環をテーマに、国際的な循環型社会構築に向け

た取り組みを紹介している。（5/30）

http://www.env.go.jp/

●経済産業省は、「新・国家エネルギー戦略」の最終取りまとめを公表した。

これは、破壊依存度を2030年までに40％以下とするなど、エネルギ

ー安全保障を核に、環境問題との一体的解決を目指すもの。（5/30）

http://www.meti.go.jp/

●「日中省エネルギー・環境総合フォーラム」が開催され、日中政府間で

省エネルギー政策に関する政策対話の実施や人材育成での協力が合

意された。（6/2）

http://www.meti.go.jp/

●JR東日本は、自立分散型の動力システムとして開発を進めていた世界

初の燃料電池ハイブリッド鉄道車両の試運転を2006年7月より開始

する。（4/11）

http://www.jreast.co.jp/

●コベルコ・ビニループ・イーストは、2005年3月、国内初の溶剤分離法

による塩化ビニールのマテリアルリサイクル施設を稼働させた。

（4/20）

http://www.kobelco－eco.co.jp/

●農業環境技術研究所は、水田における一酸化二窒素（N2O）発生量を

正しく測定し、窒素肥料に由来するN2OがIPCCガイドライン値

（1.25％）より著しく低いことを明らかにした。（4/21）

http://www.niaes.affrc.go.jp/

●日立マクセル株式会社は、水とアルミニウムとの反応による水素発生

システムを確立し、これを水素発生源とした燃料電池を開発した。さ

らに、この燃料電池を用いた10W級モバイル電源の開発に成功し、ノ

ートパソコンの動作を確認した。（4/24）

http://www.maxell.co.jp/

●NTTは、窒化アルミニウム（AlN）を用いた発光ダイオードの動作に世

界で初めて成功した。これまで、水銀ランプなどのガス光源でしか実

現できなかった波長200～300nmの遠紫外領域の光源を半導体化

でき、小型化、高信頼化、高効率化が期待できる。（5/17）

http://www.ntt.co.jp/

●気象庁と電力中央研究所は、1979年から2004年までの毎日の世界

の大気の状態を精緻に再現した。（5/19）

http://www.jma.go.jp/

●シャープは、マイクロナノバブル技術と微生物処理技術の融合により、

排水中の窒素を無希釈で90％以上除去するプラントを、半導体を生

産する福山工場（広島県・福山市）に建設した。（5/23）

http://www.sharp.co.jp/

技術

●新宿御苑が2006年度で100周年を迎える。この記念イベントとして、

自然環境の保全に関して顕著な功績があった人に送られる環境大臣表

彰の表彰式など、1年を通してさまざまな催し物が開催される予定。

（4/18）

http://www.env.go.jp/

社会
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環境法の勉強はどのようにすれば

いいのか。環境法の体系を学ぶテキ

ストの出版点数はここ10年で非常に

増えたが、勉強の仕方、講義の仕方

についてのポイントをわかりやすく伝

える本は本書が初めてといってよい。

民事法的対応と行政法的対応、水質

保全、産業廃棄物、自然保護、景観

保全をめぐる環境法の論点などを解

説。一気に読めて、楽しんで「環境

法をみる眼」を身につけることがで

きる。初学者に最適である。

著者は、同志社大学経済学部教授、

そして炭焼きの会の顧問でもある気

鋭の環境経済学者。エネルギー問題

を、経済学、環境史、そして生活とい

う独自の視点から新しく捉え直した

画期的な書である。文系読者にも対

応できるよう序章で解説があるのが

嬉しい。環境経済史を丁寧に読み解

き、エコロジーとの関わりを述べな

がら、新しいエネルギー思想を提言

する。鶴見和子（社会学）、宇沢弘文

（経済学）両氏との対談を収録。

「環境再生を通じた地域再生」をテ

ーマとして、さまざまな分野の専門家

が、地域再生のあり方を新たに提言

する。1章（原田正純）、2章（除本理

史、他）公害被害の現実からの地域

の再生、3章（磯崎博司）、4章（羽山

伸一）自然の再生、5章（西村幸夫、

塩崎賢明）都市環境の再生問題、6章

（中村剛治郎、佐無田光）、7章（永井

進）経済学、8章（大久保規子、山下

英俊）市民参加の視点、終章（寺西俊

一、除本理史）。
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BOOKS
プレップ環境法 地域再生の環境学

年度版が発行される時期で、環境白書

は発行前から問い合わせが多い。資格

書はベストから除いているのだが、「環

境社会検定試験eco検定公式テキスト」

が3月の発売時より予想以上に売れ続

け、世間の環境への関心の高まりを示

す好例となっている。「公害防止管理者」

「環境計量士」「森林インストラクター」

など環境関係の資格は人気が高く、環

境の資格をまとめたガイド本なども売

れ行きがよい。

●環境書5月度売上げベストテン

平成18年度版 環境白書 ぎょうせい 1,500円

平成18年版 循環型社会白書 ぎょうせい 1,650円

地球のなおし方 ダイヤモンド社 1,260円

CO2温暖化説は間違っている 誰も言わない環境論 ほたる出版 1,260円

図解 産業廃棄物処理がわかる本 日本実業出版社 1,890円

環境リスク学 不安の海の羅針盤 日本評論社 1,890円

図解 よくわかるWEEE＆ROHS指令 日刊工業新聞社 1,890円

プレップ環境法 弘文堂 1,260円

沈黙の春 新潮社 2,520円

地球白書2006-07 ワールドウォッチジャパン 2,730円

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

環境を考える本

ジュンク堂書店（池袋本店）2006年5月1日～5月31日

※価格はすべて税込

北村喜宣　著
弘文堂

1,260円（税込）

エネルギー経済と
エコロジー
室田武　著
晃洋書房

2,730円（税込）

淡路剛久　監修　寺西俊一　西村幸夫　編
東京大学出版会
3,675円（税込）



編集後記

●環境省が3月に設置した「環境と金融に関する懇談会」が、最終的な取り
まとめ作業を進めている。当誌を創刊した10年前には「なぜ銀行が環境問
題なのか」と多くの質問を受けたことを思い返すと隔世の感がある。ただ、
このことは当誌も進化していく必要があるという警鐘でもあろう。マンネ
リ化を戒め10年先を見据えて情報を収集していきたい。（英）

●今回の特集では、小池環境大臣の呼びかけで発足した、環境ビジネスの
第一線で活躍する女性起業家の懇談会「環境ビジネスウィメン」と、三井住
友銀行初の女性室「Next W・ingプロジェクト室」との意見交換会を企画し
ました。「環境ビジネスウィメン」の方々から、環境ビジネスと金融について
さまざまなご意見をいただいておりますので、是非ご一読ください。（朋）

●トヨタ自動車がエタノール100％に対応する車を07年にブラジル市場
に導入すること、さらにハイブリッド車も2010年代の初頭に搭載車種を
20車種程度に倍増することを発表した。これらをはじめ、クリーンディー
ゼル車など欧米などでは限りある化石燃料を大切にし、かつ環境に優しい
車が人気を集めている。日本でも「地球に優しい車こそかっこいい」といわ
れる時代が早くやって来ることを願いたい。（松）
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本誌「SAFE」はホームページ上でもご覧いただけます。

http://www.smfg.co.jp/aboutus/
environment/index.html

本誌の送付先やご担当者の変更などがございましたら
Faxにてご連絡をお願いいたします。

企画部：早川　　Fax：03-5512-4428 Tel：03-5512-4441

※本誌掲載の記事の無断転載を禁じます。 ※本誌は再生紙を使用しています。

「ラムサール条約」は、水鳥の生息地である湿地をはじ

め、そこに生息する生態系全般の保全を目的とした国際

条約である。ラムサールセンター（湿地と人間研究会）は、

この条約の精神に基づき、特に湿地と人間との関わりに

ついて調査研究、普及啓発を行っているNGOだ。

主な活動としては、日本、マレーシア、中国、インドなど

アジアを中心とした国々でのワークショップやシンポジウ

ムの開催、ラムサール条約締約国会議（COP）への出席、

普及啓発、環境教育活動の実施などがある。

2002年からは、子どもへの啓発をクローズアップして取

り組む「アジア湿地週間」を展開し、初のアフリカ開催と

なったCOP9※に並行して、アジアとアフリカの子どもたち

の湿地交流「子どもラムサール」をウガンダで開催。アジ

アの子ども代表7人が現地の子どもたちと交流し、湿地保

全のためにすべきことは何かをディスカッションした。ま

た、この内容は宣言文「子どもアピール」としてまとめられ、

子どもたち自身によりCOP9の開会式で読み上げられた。

COP9でブースを出店。
書籍やグッズの販売とと
もに、「子どもラムサー
ル」キャンペーンを実施

ラムサールセンター Tel：03-3758-7926
〒146-0084 東京都大田区南久が原2-10-3
設立：1990年　会員：国内108名、海外27名
活動分野：ラムサール条約と湿地生態系全般の調査、研究、普及啓発活

動など
活動地域：アジア地域
http://homepage1.nifty.com/rcj/

ウガンダの「子どもラム
サール」でのディスカッ
ション風景

インドで行われた「アジア
湿地シンポジウム2005」

※2005年11月8日～15日、ウガンダ
で開催された第9回ラムサール条約締
約会議

ラムサールセンター

当コーナーでは、環境への取り組みを行っている公益法人

やNPO法人などを「エコパートナー」として、紹介してい

きます。エコパートナーと一緒に、環境への取り組みをさ

らに高めていきませんか。
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